
独立行政法人科学技術振興機構 中期目標案 新旧対照表 

 

・変更部分は赤字で下線。 

中 期 目 標 （変 更 後） 中 期 目 標（変 更 前） 

○企業研究者活用型基礎研究推進事業 

１．新技術の創出に資する研究 

（１）戦略的な基礎研究の推進 

 

  ＜変更なし＞ 

 

 

○高度研究人材活用促進事業 

２．新技術の企業化開発 

 

  ＜変更なし＞ 

 

 

 

 

○地域産学官共同研究拠点整備事業 

○最先端の環境科学技術に関する情報発信機能の強化 

Ⅴその他業務運営に関する重要事項 

１．施設及び設備に関する事項 

 地域イノベーション・システムの強化を図り、地域経済、地域社会の活性

化に貢献するため、地域産学官共同研究拠点を整備する。また、国民の環境

科学技術に関する興味・関心と理解を深め、環境問題に対する国民の意識の

醸成を図るため、最先端の環境科学技術に関する情報発信機能を強化する。

 

２．人事に関する事項 

 職員の能力向上を図り、円滑な業務遂行を行うため、人事評価制度を着実

に運用する。 

○企業研究者活用型基礎研究推進事業 

１．新技術の創出に資する研究 

（１）戦略的な基礎研究の推進 

 総合科学技術会議が定めた戦略重点科学技術や新興領域・融合領域におい

て文部科学省が設定する戦略目標の達成に向け、競争的環境下で必要な研究

体制を迅速に構築して目的基礎研究を推進し、イノベーションの創出に資す

る研究成果を得る。 

○高度研究人材活用促進事業 

２．新技術の企業化開発 

（１）研究開発成果の最適な展開による企業化の推進 

（２）産学の共同研究によるイノベーションの創出 

（３）大学等の独創的なシーズを基にした企業化の推進 

（４）技術移転活動の支援 

（５）若手研究者によるベンチャー創出の推進 

（６）地域イノベーションの創出 

○地域産学官共同研究拠点整備事業 

○最先端の環境科学技術に関する情報発信機能の強化 

Ⅴその他業務運営に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

１．人事に関する事項 

 職員の能力向上を図り、円滑な業務遂行を行うため、人事評価制度を着実

に運用する。 

※中期目標案については現時点のものであり、財務省との協議等によって変更の可能性がある。 
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独立行政法人科学技術振興機構 中期計画案 新旧対照表 

 

・変更部分は赤字で下線。 

中 期 計 画 （変 更 後） 中 期 計 画（変 更 前） 

Ⅰ国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１．新技術の創出に資する研究 

（１）戦略的な基礎研究の推進 

ⅴ．達成すべき成果 

イ．～ハ． （略） 

 

なお、平成 21 年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金

については、「経済危機対策」（平成 21 年４月 10 日）の「底力発揮・21

世紀型インフラ整備」のために措置されたことを認識し、企業の研究者

を活用した基礎研究を推進するために活用する。 

 

 

 

２．新技術の企業化開発 

（１）研究開発成果の最適な展開による企業化の推進 

（２）産学の共同研究によるイノベーションの創出 

（３）大学等の独創的なシーズを基にした企業化の推進 

（４）技術移転活動の支援 

（５）若手研究者によるベンチャー創出の推進 

（６）地域イノベーションの創出 

 

なお、平成 21 年度補正予算（第１号）により追加的に措置された交付金に

ついては、「経済危機対策」（平成 21 年４月 10 日）の「底力発揮・21 世紀

型インフラ整備」のために措置されたことを認識し、産業界における高度研

究人材の活用を促進するために活用する。 

 

 

Ⅰ国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

１．新技術の創出に資する研究 

（１）戦略的な基礎研究の推進 

ⅴ．達成すべき成果 

イ．～ハ． （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．新技術の企業化開発 

（１）研究開発成果の最適な展開による企業化の推進 

（２）産学の共同研究によるイノベーションの創出 

（３）大学等の独創的なシーズを基にした企業化の推進 

（４）技術移転活動の支援 

（５）若手研究者によるベンチャー創出の推進 

（６）地域イノベーションの創出 
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Ⅶその他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設及び設備に関する計画 

  平成 21 年度補正予算（第１号）により追加的に措置された補助金につ

いては、「経済危機対策」（平成 21 年４月 10 日）の「底力発揮・21 世紀

型インフラ整備」のために措置されたことを認識し、地域産学官共同研究

拠点の整備及び最先端の環境科学技術に関する情報発信機能の強化のた

めに活用する。 

 

施設・設備の内容 予定額 

（単位：百万円）

財源 

地域産学官共同研究拠点の整備 69,500 施設整備費補助金

最先端の環境科学技術に関する

情報発信機能の強化 
3,000 施設整備費補助金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶその他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．施設及び設備に関する計画 

施設・設備に関する計画はない。 
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（別紙） 

Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算（中期計画の予算） 

平成１９年４月～平成２４年３月 予算 

（総計） 

区別 金額（単位：百万円）

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

政府その他出資金等 

 業務収入 

 その他の収入 

繰越金 

 受託収入 

  計 

５１５，７１６

７２，５００

５５０

４２，９３１

１，５９８

４３

２，０２７

６３５，３６５

支出 

 一般管理費 

 （公租公課を除いた一般管理費） 

  うち人件費（管理系） 

  うち物件費（公租公課を除く） 

  うち公租公課 

 事業費 

  新技術創出研究関係経費 

  企業化開発関係経費 

  科学技術情報流通関係経費 

   うち一般勘定 

   うち文献情報提供勘定 

  研究開発交流支援関係経費 

  科学技術理解増進関係経費 

  人件費（業務系） 

 施設整備費 

 受託経費 

  計 

１７，９５５

１４，４０５

７，１４３

７，２６１

３，５５０

５４１，６２０

２８５，５１７

１２２，６９１

５３，８１１

２９，８５０

２３，９６１

１０，７７６

５０，７５８

１８，０６６

７２，５００

２，０２７

６３４，１０２

（別紙） 

Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算（中期計画の予算） 

平成１９年４月～平成２４年３月 予算 

（総計） 

区別 金額（単位：百万円） 

収入 

 運営費交付金 

 

 政府その他出資金等 

 業務収入 

 その他の収入 

繰越金 

 受託収入 

  計 

 

５１４，０４５ 

 

５５０ 

４２，９３１ 

１，５９８ 

４３ 

２，０２７ 

５６１，１９４ 

支出 

 一般管理費 

 （公租公課を除いた一般管理費） 

  うち人件費（管理系） 

  うち物件費（公租公課を除く） 

  うち公租公課 

 事業費 

  新技術創出研究関係経費 

  企業化開発関係経費 

  科学技術情報流通関係経費 

   うち一般勘定 

   うち文献情報提供勘定 

  研究開発交流支援関係経費 

  科学技術理解増進関係経費 

  人件費（業務系） 

 

 受託経費 

  計 

 

１７，９５５ 

１４，４０５ 

７，１４３ 

７，２６１ 

３，５５０ 

５３９，９４９ 

２８４，３４６ 

１２２，１９１ 

５３，８１１ 

２９，８５０ 

２３，９６１ 

１０，７７６ 

５０，７５８ 

１８，０６６ 

 

２，０２７ 

５５９，９３１ 
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[人件費の見積もり]、［注釈１］、［注釈２］ 

（略） 

 

［注釈３］運営費交付金収入及び事業費には、平成 21 年度補正予算（第１

号）により「経済危機対策」の「底力発揮・21 世紀型インフラ整

備」のために措置された、企業研究者活用基礎研究推進事業及び高

度研究人材活用促進事業に係る予算が含まれている。 

 

［注釈４］施設整備費補助金収入及び施設整備費には、平成 21 年度補正予

算（第１号）により「経済危機対策」の「底力発揮・21 世紀型イ

ンフラ整備」のために措置された、地域産学官共同研究拠点の整備

及び最先端の環境科学技術に関する情報発信機能の強化に係る予

算が含まれている。 

 

 

 

 

（一般勘定） 

区別 金額（単位：百万円）

収入 

 運営費交付金  

施設整備費補助金 

業務収入 

 その他の収入 

 受託収入 

  計 

５１５，７１６

７２，５００

１５，９６９

２６４

２，０２７

６０６，４７６

支出 

 一般管理費 

 （公租公課を除いた一般管理費） 

  うち人件費（管理系） 

  うち物件費（公租公課を除く） 

  うち公租公課 

１７，１４４

１３，７４４

７，１４３

６，６０１

３，４００

 

[人件費の見積もり]、［注釈１］、［注釈２］ 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一般勘定） 

区別 金額（単位：百万円） 

収入 

 運営費交付金 

 

 業務収入 

 その他の収入 

 受託収入 

  計 

 

５１４，０４５ 

 

１５，９６９ 

２６４ 

２，０２７ 

５３２，３０５ 

支出 

 一般管理費 

 （公租公課を除いた一般管理費） 

  うち人件費（管理系） 

  うち物件費（公租公課を除く） 

  うち公租公課 

 

１７，１４４ 

１３，７４４ 

７，１４３ 

６，６０１ 

３，４００ 
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 事業費 

  新技術創出研究関係経費 

  企業化開発関係経費 

  科学技術情報流通関係経費 

  研究開発交流支援関係経費 

  科学技術理解増進関係経費 

  人件費（業務系） 

 施設整備費 

 受託経費 

  計 

５１４，８０５

２８５，５１７

１２２，６９１

２９，８５０

１０，７７６

５０，７５８

１５，２１２

７２，５００

２，０２７

６０６，４７６

 

[人件費の見積もり]、［注釈１］、［注釈２］ 

  （略） 

 

［注釈３］運営費交付金収入及び事業費には、平成 21 年度補正予算（第１

号）により「経済危機対策」の「底力発揮・21 世紀型インフラ整

備」のために措置された、企業研究者活用基礎研究推進事業及び高

度研究人材活用促進事業に係る予算が含まれている。 

［注釈４］施設整備費補助金収入及び施設整備費には、平成 21 年度補正予

算（第１号）により「経済危機対策」の「底力発揮・21 世紀型イ

ンフラ整備」のために措置された、地域産学官共同研究拠点の整備

及び最先端の環境科学技術に関する情報発信機能の強化に係る予

算が含まれている。 

 

 

（文献情報提供勘定） 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 事業費 

  新技術創出研究関係経費 

企業化開発関係経費 

  科学技術情報流通関係経費 

  研究開発交流支援関係経費 

  科学技術理解増進関係経費 

  人件費（業務系） 

 

 受託経費 

  計 

５１３，１３４ 

２８４，３４６ 

１２２，１９１ 

２９，８５０ 

１０，７７６ 

５０，７５８ 

１５，２１２ 

 

２，０２７ 

５３２，３０５ 

 

[人件費の見積もり]、［注釈１］、［注釈２］ 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（文献情報提供勘定） 

  （略） 
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２．収支計画 

平成１９年４月～平成２４年３月 収支計画 

（総計） 

区別 金額（単位：百万円）

費用の部 

 経常費用 

  一般管理費 

   人件費（管理系） 

   物件費（公租公課を除く） 

   公租公課 

  事業費 

 新技術創出研究関係経費 

   企業化開発関係経費 

   科学技術情報流通関係経費 

   研究開発交流支援関係経費 

   科学技術理解増進関係経費 

   人件費（業務系） 

  受託経費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

５１５，９７７

５１３，８７８

１６，６２１

７，１４３

５，９２７

３，５５０

４１７，３６４

２２２，６３８

７４，５９７

４５，１３０

９，１０２

４７，８３２

１８，０６６

２，０２７

７７，８６７

３０

２，０６９

収益の部 

 運営費交付金収益 

 業務収入 

 その他の収入 

 受託収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 資産見返施設費戻入 

 資産見返補助金等戻入 

 資産見返寄付金等戻入 

臨時利益 

純損失 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

５１５，５３０

４１０，９５５

３０，５９１

１，８４０

２，０２７

６９，２９１

１２

６３５

５８

１２０

４４８

３

２．収支計画 

平成１９年４月～平成２４年３月 収支計画 

（総計） 

区別 金額（単位：百万円） 

費用の部 

 経常費用 

  一般管理費 

   人件費（管理系） 

   物件費（公租公課を除く） 

   公租公課 

  事業費 

   新技術創出研究関係経費 

   企業化開発関係経費 

   科学技術情報流通関係経費 

   研究開発交流支援関係経費 

   科学技術理解増進関係経費 

   人件費（業務系） 

  受託経費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

５１４，３０７ 

５１２，２０７ 

１６，６２１ 

７，１４３ 

５，９２７ 

３，５５０ 

４１５，６９３ 

２２１，４６７ 

７４，０９７ 

４５，１３０ 

９，１０２ 

４７，８３２ 

１８，０６６ 

２，０２７ 

７７，８６７ 

３０ 

２，０６９ 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 業務収入 

 その他の収入 

 受託収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 資産見返施設費戻入 

 資産見返補助金等戻入 

 資産見返寄付金等戻入 

 臨時利益 

純損失 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

５１３，８５９ 

４０９，２８４ 

３０，５９１ 

１，８４０ 

２，０２７ 

６９，２９１ 

１２ 

６３５ 

５８ 

１２０ 

４４８ 

３ 
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目的積立金取崩額 

総損失 

０

４４５

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

 

（一般勘定） 

区別 金額（単位：百万円）

費用の部 

 経常費用 

一般管理費 

   人件費（管理系） 

   物件費（公租公課を除く） 

   公租公課 

  事業費 

 新技術創出研究関係経費 

   企業化開発関係経費 

   科学技術情報流通関係経費 

   研究開発交流支援関係経費 

   科学技術理解増進関係経費 

   人件費（業務系） 

  受託経費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

４８６，８７２

４８４，７７３

１５，８１０

７，１４３

５，２６６

３，４００

３９８，６７２

２２２，６３８

７４，５９７

２９，２９２

９，１０２

４７，８３２

１５，２１２

２，０２７

６８，２６４

３０

２，０６９

収益の部 

 運営費交付金収益 

 業務収入 

 その他の収入 

 受託収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 資産見返施設費戻入 

４８７，０７８

４１０，９５５

３，６２９

３５０

２，０２７

６９，２９１

１２

目的積立金取崩額 

総損失 

０ 

４４５ 

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

 

（一般勘定） 

区別 金額（単位：百万円） 

費用の部 

 経常費用 

  一般管理費 

   人件費（管理系） 

   物件費（公租公課を除く） 

   公租公課 

  事業費 

   新技術創出研究関係経費 

   企業化開発関係経費 

   科学技術情報流通関係経費 

   研究開発交流支援関係経費 

   科学技術理解増進関係経費 

   人件費（業務系） 

  受託経費 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

４８５，２０１ 

４８３，１０２ 

１５，８１０ 

７，１４３ 

５，２６６ 

３，４００ 

３９７，００１ 

２２１，４６７ 

７４，０９７ 

２９，２９２ 

９，１０２ 

４７，８３２ 

１５，２１２ 

２，０２７ 

６８，２６４ 

３０ 

２，０６９ 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 業務収入 

 その他の収入 

 受託収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 資産見返施設費戻入 

４８５，４０７ 

４０９，２８４ 

３，６２９ 

３５０ 

２，０２７ 

６９，２９１ 

１２ 
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 資産見返補助金等戻入 

 資産見返寄付金等戻入 

 臨時利益 

純利益 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益 

６３５

５８

１２０

２０６

３

０

２０８

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

（文献情報提供勘定） 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資産見返補助金等戻入 

 資産見返寄付金等戻入 

 臨時利益 

純利益 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益 

６３５ 

５８ 

１２０ 

２０６ 

３ 

０ 

２０８ 

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

（文献情報提供勘定） 

  （略） 
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３．資金計画 

平成１９年４月～平成２４年３月 資金計画 

（総計） 

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区別 金額（単位：百万円）

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金 

６４９，５６０

４６８，２３９

１７５，６０３

３５３

５，３６６

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  業務収入 

  その他の収入 

  受託収入 

 投資活動による収入 

  施設整備費による収入 

財務活動による収入 

前期中期目標の機関よりの繰越金 

６４９，５６０

５６２，４１８

５１５，７２４

４２，９２３

１，７４８

２，０２４

８０，０３３

７２，５００

４００

６，７０９

３．資金計画 

平成１９年４月～平成２４年３月 資金計画 

（総計） 

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区別 金額（単位：百万円） 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金 

５７５，３９０ 

４６６，５６８ 

１０３，１０３ 

３５３ 

５，３６６ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  業務収入 

  その他の収入 

  受託収入 

 投資活動による収入 

 

財務活動による収入 

前期中期目標の機関よりの繰越金 

５７５，３９０ 

５６０，７４７ 

５１４，０５３ 

４２，９２３ 

１，７４８ 

２，０２４ 

７，５３３ 

 

４００ 

６，７０９ 
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（一般勘定） 

区別 金額（単位：百万円）

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金 

６１３，０３８

４４８，３１８

１５９，１５８

３４５

５，２１８

資金収入  

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  業務収入 

  その他の収入 

  受託収入 

 投資活動による収入 

 施設整備費による収入 

 財務活動による収入 

 前期中期目標の期間よりの繰越金 

６１３，０３８

５３３，９７２

５１５，７２４

１５，９６１

２６４

２，０２４

７２，５００

７２，５００

０

６，５６６

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

（文献情報提供勘定） 

  （略） 

（一般勘定） 

区別 金額（単位：百万円） 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金 

５３８，８６７ 

４４６，６４７ 

８６，６５８ 

３４５ 

５，２１８ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  業務収入 

  その他の収入 

  受託収入 

 投資活動による収 

 

 財務活動による収入 

 前期中期目標の期間よりの繰越金 

５３８，８６７ 

５３２，３０１ 

５１４，０５３ 

１５，９６１ 

２６４ 

２，０２４ 

０ 

 

０ 

６，５６６ 

[注釈] 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 

（文献情報提供勘定） 

  （略） 

 

※中期計画案については現時点のものであり、財務省との協議等によって変更の可能性がある。 
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